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メ
リ
カ

①
所
得
税
、
法
人
税
の
減
税

を
柱
に―
ブ
ッ
シ
ュ
大
統

領
、
緊
急
景
気
対
策
を
発

表

　

サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
（
低
所
得
者
向
け

高
金
利
型
）
住
宅
ロ
ー
ン
問
題
を
き

っ
か
け
に
、
米
国
経
済
の
景
気
悪
化

が
懸
念
さ
れ
、
二
〇
〇
七
年
一
二
月

の
失
業
率
は
二
年
ぶ
り
に
五
％
台
を

記
録
し
た
。
ブ
ッ
シ
ュ
大
統
領
は
一

月
一
八
日
、
緊
急
景
気
対
策
を
発
表

し
た
。
予
算
規
模
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
一

％
に
相
当
す
る
一
四
〇
〇
億
ド
ル
か

ら
一
五
〇
〇
億
ド
ル
が
見
込
ま
れ
、

所
得
税
と
法
人
税
の
減
税
が
柱
。

失
業
率
、
二
年
ぶ
り
に
五
％
台
へ

　

米
国
連
邦
労
働
省
が
一
月
四
日
に

発
表
し
た
雇
用
統
計
に
よ
る
と
、
二

〇
〇
七
年
一
二
月
の
失
業
率
は
前
月

の
四
・
七
％
か
ら
五
％
に
悪
化
し
た
。

五
％
台
に
な
っ
た
の
は
二
〇
〇
五
年

一
一
月
以
来
、
約
二
年
ぶ
り
。
就
業

者
数
の
動
向
は
、
専
門
職
や
教
育
関

係
な
ど
サ
ー
ビ
ス
部
門
で
増
加
し
た

も
の
の
（
１
）、
製
造
業
で
の
減
少

が
大
き
く
、
非
農
業
部
門
全
体
で
の

増
加
幅
が
一
万
八
〇
〇
〇
人
と
四
年

四
カ
月
ぶ
り
低
水
準
に
落
ち
込
む
結

果
と
な
っ
た
（
２
）。
下
院
ペ
ロ
シ

議
長
（
民
主
党
）
は
「
明
ら
か
に
ブ

ッ
シ
ュ
政
権
の
経
済
政
策
が
中
所
得

者
層
に
機
能
し
て
い
な
い
こ
と
を
表

し
て
い
る
」
と
コ
メ
ン
ト
し
た
。
ム

ー
デ
ィ
ー
ズ
・
コ
ム
の
エ
コ
ノ
ミ
ス

ト
、
マ
ー
ク
・
ザ
ン
テ
ィ
氏
は
、
何

ら
か
の
対
処
を
怠
る
と
経
済
は
景
気

後
退
局
面
へ
と
向
か
う
と
の
見
解
を

示
し
た
。

　

ブ
ッ
シ
ュ
大
統
領
は
、
一
月
四
日

以
降
、
バ
ー
ナ
ン
キ
連
邦
準
備
制
度

理
事
会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
議
長
、
ポ
ー
ル

ソ
ン
財
務
長
官
や
下
院
ペ
ロ
シ
議
長

ら
と
協
議
を
重
ね
、
一
月
一
八
日
、

緊
急
経
済
景
気
対
策
を
発
表
し
た
。

対
策
の
規
模
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生

産
）
の
約
一
％
に
相
当
す
る
一
四
〇

〇
億
ド
ル
か
ら
一
五
〇
〇
億
ド
ル
前

後
と
な
る
見
込
み
（
３
）。

　

記
者
会
見
の
席
上
、
同
大
統
領
及

び
ポ
ー
ル
ソ
ン
財
務
長
官
は
、
個
人

や
企
業
向
け
の
減
税
を
柱
と
す
る
即

効
性
が
あ
る
対
策
に
力
を
注
ぐ
と
述

べ
た
。
民
主
党
か
ら
貧
困
層
向
け
の

食
料
品
購
入
券
増
発
、
失
業
保
険
給

付
延
長
に
加
え
て
、
公
共
投
資
の
追

加
要
求
が
出
て
い
る
こ
と
を
指
摘
す

る
記
者
か
ら
の
質
問
に
対
し
て
、
ポ

ー
ル
ソ
ン
長
官
は
協
議
の
対
象
と
す

る
考
え
を
述
べ
た
。
た
だ
、
消
費
刺

激
の
た
め
に
納
付
し
た
個
人
所
得
税

を
還
付
す
る
戻
し
税
や
企
業
の
設
備

投
資
の
優
遇
税
制
を
中
心
に
、
企
業

活
動
を
促
進
し
雇
用
の
拡
大
に
つ
な

が
る
も
の
が
中
心
に
な
る
と
説
明
し

た
。
そ
の
上
で
、
ポ
ー
ル
ソ
ン
長
官

と
ラ
ジ
ア
ー
米
大
統
領
経
済
諮
問
委

員
会
（
Ｃ
Ｅ
Ａ
）
委
員
長
は
「
今
年

中
に
五
〇
万
人
の
雇
用
創
出
効
果
が

あ
る
」
と
の
見
通
し
を
明
ら
か
に
し

た
（
４
）。
ま
た
、
タ
ッ
ク
ス
・
フ

ァ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
の
シ
ニ
ア
エ
コ
ノ

ミ
ス
ト
、
ゲ
ラ
ル
ド
・
プ
ラ
ン
テ
氏

に
よ
る
と
、
こ
の
景
気
対
策
が
実
施

さ
れ
れ
ば
、
個
人
消
費
者
に
と
っ
て

八
〇
〇
ド
ル
、
世
帯
で
は
一
六
〇
〇

ド
ル
の
減
税
効
果
が
あ
る
と
い
う
。

　

民
主
党
の
大
統
領
候
補
の
一
人
で

あ
る
ヒ
ラ
リ
ー
・
ク
リ
ン
ト
ン
氏
は

こ
の
対
策
に
つ
い
て
、
不
十
分
で
あ

る
と
述
べ
て
い
る
。
同
氏
と
オ
バ
マ

候
補
は
ブ
ッ
シ
ュ
大
統
領
の
景
気
対

策
に
先
立
ち
、
一
一
〇
〇
億
ド
ル
規

模
の
景
気
対
策
安
を
発
表
し
て
お
り
、

こ
れ
が
大
統
領
の
対
策
に
少
な
か
ら

ず
影
響
を
与
え
た
も
の
と
考
え
ら
れ

る
。

　

一
方
、
共
和
党
の
ロ
ム
ニ
ー
、
ハ

カ
ビ
ー
両
候
補
は
ブ
ッ
シ
ュ
の
景
気

対
策
に
賛
意
を
示
し
た
。
た
だ
、
ロ

ム
ニ
ー
候
補
は
二
五
〇
〇
億
ド
ル
の

景
気
対
策
を
独
自
に
提
案
、
①
法
人

税
の
課
税
率
上
限
を
三
五
％
か
ら
二

五
％
へ
下
げ
、
②
低
所
得
者
層
の
所

得
税
課
税
率
を
一
〇
％
か
ら
七
．
五

％
へ
下
げ
る―

―

な
ど
を
具
体
策
と

し
て
挙
げ
て
い
る
。

②
経
済
政
策
に
論
点
が
移
行

―

次
期
大
統
領
候
補
の
指

名
選
挙

　

民
主
・
共
和
両
党
の
次
期
大
統
領

候
補
者
指
名
選
挙
は
、
年
明
け
に
始

ま
っ
た
。
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
争
点
は
、

当
初
、
イ
ラ
ク
問
題
や
テ
ロ
対
策
な

ど
で
あ
っ
た
が
、
景
気
悪
化
の
情
勢

を
反
映
し
て
、
雇
用
問
題
を
軸
と
す

る
経
済
問
題
に
移
っ
て
い
る
。

雇
用
対
策
が
勝
敗
の
カ
ギ
に―

ミ

シ
ガ
ン
州
で
の
共
和
党
予
備
選

　

次
期
大
統
領
候
補
者
指
名
選
挙
は
、

一
月
三
日
、
民
主
党
の
ア
イ
オ
ア
州

で
の
選
挙
を
皮
切
り
に
、
五
日
の
ワ

イ
オ
ミ
ン
グ
（
共
和
）、
八
日
の
ニ

ュ
ー
ハ
ン
プ
シ
ャ
ー
（
民
主
）
と
続

き
、
一
月
一
五
日
、
ミ
シ
ガ
ン
州
で

共
和
党
大
統
領
候
補
指
名
選
挙
が
行

な
わ
れ
た
。
そ
の
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
に

お
い
て
争
点
の
中
心
に
な
っ
た
の
が

経
済
問
題
で
あ
っ
た
。
と
り
わ
け
雇

用
対
策
に
関
す
る
発
言
が
勝
敗
を
分

け
る
要
因
の
一
つ
と
な
っ
た
。

　

ミ
シ
ガ
ン
州
は
自
動
車
産
業
の
衰

退
に
よ
っ
て
多
く
の
雇
用
機
会
が
喪

失
し
た
こ
と
も
あ
り
、失
業
率
が
七
・

六
％
と
全
米
で
最
悪
の
水
準
に
あ
る

（
表
１
参
照
）。
デ
ト
ロ
イ
ト
や
中

小
の
工
場
が
位
置
す
る
ミ
シ
ガ
ン
州

南
西
部
で
は
工
場
閉
鎖
と
レ
イ
オ
フ

に
よ
っ
て
一
九
八
〇
年
代
半
ば
以
来
、

五
〇
万
人
規
模
の
雇
用
が
喪
失
し
た

と
さ
れ
る
。

　

こ
う
し
た
ミ
シ
ガ
ン
州
に
つ
い
て
、

マ
ケ
イ
ン
候
補
は
討
論
会
に
お
い
て

「
戻
っ
て
こ
な
い
仕
事
も
あ
る
」
と

発
言
し
、
こ
れ
が
ロ
ム
ニ
ー
候
補
に

よ
っ
て
や
り
玉
に
挙
げ
ら
れ
、
連
日

メ
デ
ィ
ア
で
大
き
く
取
り
上
げ
ら
れ

た
。
ロ
ム
ニ
ー
候
補
は
「
わ
た
し
は

す
べ
て
の
人
に
雇
用
を
創
出
す
る
」

と
強
調
し
支
持
を
獲
得
し
て
い
っ
た
。

　

マ
ケ
イ
ン
候
補
の
実
際
の
発
言
で

は
、「
あ
る
分
野
の
仕
事
に
関
し
て
は
、

ミ
シ
ガ
ン
州
か
ら
喪
失
し
て
し
ま
っ

た
。
そ
れ
は
戻
っ
て
く
る
こ
と
は
な

い
だ
ろ
う
。
戻
っ
て
は
こ
な
い
が
、

た
だ
現
実
を
直
視
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
た
だ
、
私
は
職
を
失
っ
た
労

働
者
を
支
援
し
て
い
く
方
策
を
推
進

で
き
る
と
信
じ
て
い
る
」
と
い
う
も

の
で
あ
っ
た
。
ロ
ム
ニ
ー
陣
営
の
批
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判
に
対
し
て
、マ
ケ
イ
ン
候
補
は「
真

実
を
言
っ
た
ま
で
だ
」「
ロ
ム
ニ
ー
氏

は
間
違
っ
た
希
望
を
語
っ
て
い
る
」

と
反
論
し
、
失
業
者
へ
の
職
業
訓
練

拡
充
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
現
実
的
な
施

策
を
急
ぐ
べ
き
だ
と
主
張
し
た
も
の

の
、
有
権
者
の
支
持
は
得
ら
れ
ず
、

ロ
ム
ニ
ー
候
補
三
九
％
、
マ
ケ
イ
ン

候
補
三
〇
％
と
い
う
結
果
と
な
っ
た
。

な
お
、
ハ
カ
ビ
ー
候
補
の
得
票
率
は

一
六
％
。

最
低
賃
金
制
度
も
争
点
に

―

ネ
バ
ダ
州
で
の
民
主
党
予
備
選

　

民
主
党
の
米
大
統
領
候
補
者
指
名

選
挙
が
、
一
月
一
九
日
、
ネ
バ
ダ
州

で
行
な
わ
れ
た
。
そ
の
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
で
も
経
済
問
題
が
争
点
と
な
っ
た
。

ネ
バ
ダ
州
は
ヒ
ス
パ
ニ
ッ
ク
系
住
民

の
占
め
る
割
合
が
二
三
％
に
及
ぶ
。

全
米
平
均
を
大
き
く
上
回
り
六
位
の

高
い
水
準
に
あ
る（
表
２
参
照
）。
ヒ

ス
パ
ニ
ッ
ク
系
の
有
権
者
は
景
気
の

影
響
を
受
け
や
す
く
、
サ
ブ
プ
ラ
イ

ム
住
宅
ロ
ー
ン
の
焦
げ
付
き
問
題
で

も
生
活
に
影
響
を
受
け
た
者
が
多
い
。

そ
う
し
た
中
、
民
主
党
各
候
補
は
演

説
に
お
い
て
経
済
問
題
に
関
す
る
訴

え
か
け
に
多
く
の
時
間
を
割
い
た
。

　

ヒ
ラ
リ
ー
・
ク
リ
ン
ト
ン
候
補
は
、

債
務
者
の
救
済
策
と
し
て
利
息
凍
結

案
な
ど
を
主
張
し
、
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム

ロ
ー
ン
問
題
で
住
居
を
失
っ
た
者
に

対
す
る
立
ち
退
き
九
〇
日
の
延
長
や

相
談
窓
口
の
設
置
、
失
業
保
険
給
付

の
延
長
や
職
業
訓
練
の
促
進
を
訴
え

か
け
た
。
ま
た
、
社
会
保
障
と
り
わ

け
医
療
は
民
間
で
は
担
え
な
い
と
し

て
、
国
に
よ
る
健
康
保
険
制
度
の
創

設
を
訴
え
た
。
さ
ら
に
最
低
賃
金
水

準
つ
い
て
も
引
き
上
げ
る
べ
き
で
あ

る
と
強
調
し
た
（
５
）。
ク
リ
ン
ト

ン
候
補
は
、
先
の
ブ
ッ
シ
ュ
大
統
領

に
よ
る
緊
急
景
気
対
策
の
発
表
に
先

立
ち
、
一
月
一
一
日
、
七
〇
〇
億
ド

ル
の
緊
急
景
気
対
策
と
、
四
〇
〇
億

ド
ル
の
追
加
的
景
気
対
策
を
提
案
し

た
。
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
ロ
ー
ン
問
題
で

住
宅
ロ
ー
ン
の
支
払
い
が
困
難
に
な

っ
た
低
所
得
層
を
支
援
す
る
三
〇
〇

億
ド
ル
の
基
金
創
設
な
ど
を
挙
げ
て

い
る
。

　

エ
ド
ワ
ー
ズ
候
補
は
ネ
バ
ダ
州
に

お
け
る
集
会
で
国
民
皆
保
険
と
、
最

低
賃
金
を
イ
ン
フ
レ
に
連
動
さ
せ
て

引
き
上
げ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
主

張
を
展
開
し
た
。
ち
な
み
に
、
エ
ド

ワ
ー
ズ
候
補
は
ウ
ォ
ー
ル
・
ス
ト
リ

ー
ト
・
ジ
ャ
ー
ナ
ル
紙
一
月
三
日
付

に
掲
載
し
た
意
見
広
告
で
、
①
近
年
、

賃
金
格
差
が
大
幅
に
広
が
っ
て
い
る

②
一
九
七
九
年
以
来
、
最
低
賃
金
の

実
質
価
値
は
三
〇
％
下
落
し
て
い
る

③
四
七
〇
〇
万
人
の
ア
メ
リ
カ
人
が

健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
な
い―

―

な
ど
を
政
策
課
題
と
し
て
取
り
上
げ

て
い
る
。

　

オ
バ
マ
候
補
は
ラ
ス
ベ
ガ
ス
の
集

会
で
、
中
所
得
者
層
向
け
の
減
税
策

や
サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
住
宅
ロ
ー
ン
の
焦

げ
付
き
の
影
響
を
受
け
て
い
る
人
々

へ
の
救
済
を
訴
え
か
け
た
。
具
体
的

に
は
立
ち
退
き
猶
予
の
支
援
や
生
活

必
需
の
税
や
費
用
を
援
助
す
る
た
め

の
一
〇
〇
億
ド
ル
の
基
金
を
創
設
す

る
こ
と
を
提
案
し
て
い
る
。
ま
た
、

失
業
率
な
ど
重
要
な
経
済
指
標
が
悪

化
し
つ
づ
け
る
な
ら
ば
、
三
五
〇
億

ド
ル
の
追
加
的
減
税
策
を
す
べ
で
き

だ
と
い
う
見
解
を
示
し
た
。
さ
ら
に
、

物
価
上
昇
に
合
わ
せ
て
最
低
賃
金
の

毎
年
の
引
き
上
げ
を
検
討
す
べ
き
だ

と
主
張
し
た
。
オ
バ
マ
候
補
も
ク
リ

ン
ト
ン
候
補
の
景
気
対
策
発
表
の
後
、

一
四
日
、
労
働
者
や
年
金
受
給
者
を

対
象
に
一
律
二
五
〇
ド
ル
の
戻
し
減

税
や
一
時
給
付
の
実
施
、
失
業
保
険

給
付
の
増
額
な
ど
を
内
容
と
す
る
総

額
一
一
〇
〇
億
ド
ル
の
景
気
対
策
を

発
表
し
て
い
る
。

　

オ
バ
マ
候
補
は
労
組
を
中
心
に
支

持
を
獲
得
し
た
が
、
女
性
票
や
ヒ
ス

パ
ニ
ッ
ク
系
の
幅
広
い
支
持
を
獲
得

し
た
ヒ
ラ
リ
ー
候
補
が
勝
利
し
た
。

〔
注
〕

１
．
小
売
部
門
で
は
減
少
が
見
ら
れ
る
。

２
．B

ureau of L
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tatistics, 
"N

E
W

S
"

及
び
下
記
の
労
働
統
計
局
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照:

　

http://data.bls.gov/P
D
Q
/servlet/S

urveyO
utputS

ervlet?data_tool=late
st_num

bers&
series_id=L

N
S
140000

00

３
．
ホ
ワ
イ
ト
ハ
ウ
ス
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（
一
）:

　

http://w
w
w
.w

hitehouse.gov/new
s/r

eleases/2008/01/20080118-1.htm
l

４
．
ホ
ワ
イ
ト
ハ
ウ
ス
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（
二
）:

　

http://w
w
w
.w

hitehouse.gov/new
s/r

eleases/2008/01/20080118-6.htm
l

５
．
た
だ
し
、
時
間
給
労
働
者
の
中
の
最

低
賃
金
水
準
で
就
労
す
る
割
合
に
関
す

る
統
計
資
料
で
ネ
バ
ダ
州
は
、
二
・
一

％
と
全
米
平
均
の
二
・
二
％
を
わ
ず
か

に
下
回
り
、
三
八
位
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

最
低
賃
金
レ
ベ
ル
で
就
労
す
る
労
働
者

が
こ
と
さ
ら
多
い
州
と
い
う
わ
け
で
は

な
い

【
参
考
資
料
】

N
ew

 Y
ork T

im
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L
 os A
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W
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L
as V
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（
国
際
研
究
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北
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謙
）

ド
イ
ツ

①
中
高
年
向
け
の
失
業
対

策
、
若
年
者
向
け
職
業
教

育
に
重
点―

―

二
〇
〇
八

年
の
労
働
市
場
政
策

　

二
〇
〇
七
年
の
平
均
失
業
者
数
は

三
七
七
万
六
〇
〇
〇
人
で
前
年
よ
り

七
一
万
一
〇
〇
〇
人
減
少
し
た
。
平

均
失
業
率
も
前
年
よ
り
一
・
八
ポ
イ

ン
ト
低
い
九
・
〇
％
だ
っ
た
。
最
悪

の
失
業
情
勢
だ
っ
た
〇
五
年
に
比
べ

る
と
失
業
者
数
が
一
〇
八
万
四
〇
〇

〇
人(

二
二
％)

減
少
し
た
。
メ
ル

ケ
ル
首
相
は
、
こ
の
失
業
水
準
で
も

ま
だ
高
す
ぎ
る
と
し
て
、
引
き
続
き

失
業
と
の
闘
い
を
〇
八
年
の
重
点
目

標
の
一
つ
に
掲
げ
、
連
邦
政
府
は
中

高
年
・
地
域
向
け
失
業
対
策
、
若
年

者
向
け
の
職
業
教
育
対
策
な
ど
の
労

働
市
場
政
策
を
実
施
す
る
。

１
．
労
働
市
場
の
状
況

　

二
〇
〇
八
年
一
月
の
失
業
者
数
は

前
年
同
月
よ
り
六
二
万
五
〇
〇
〇
人

少
な
い
三
六
五
万
九
〇
〇
〇
人
、
失

業
率
は
前
年
同
月
よ
り
一
・
五
ポ
イ

ン
ト
低
い
八
・
七
％
だ
っ
た
。
一
二

月
の
就
業
者
数
は
前
年
同
月
よ
り
五

八
万
六
〇
〇
〇
人
増
加
し
て
四
〇
二

〇
万
二
〇
〇
〇
人
と
な
っ
た
。
一
一

月
の
社
会
保
険
加
入
義
務
の
あ
る
就

業
者
数
は
前
年
同
月
よ
り
五
四
万
五

〇
〇
〇
人
多
い
二
七
四
五
万
六
〇
〇

〇
人
だ
っ
た
。

　

〇
七
年
の
平
均
失
業
者
数
は
三
七

七
万
六
〇
〇
〇
人
で
前
年
よ
り
七
一

表１　米国の州別失業率(抜粋)
（2007年12月）

アイダホ州 3.0 
サウスダコタ州 3.0 
ワイオミング州 3.1
ハワイ州 3.2
ネブラスカ州 3.2
ユタ州 3.2
ノースダコタ州 3.3

～ ～
オハイオ州 6.0 
カリフォルニア州 6.1
ワシントンDC 6.1
アラスカ州 6.5
サウスカロライナ州 6.6
ミシシッピ州 6.8
ミシガン州 7.6

出所： 連邦労働統計局（BLS）ホームペ
ージより作成

http://www.bls.gov/web/laumstrk.htm

表２　ヒスパニック系住民の割合
ニューメキシコ州 43.42 
カリフォルニア州 35.21 
テキサス州 35.13 
アリゾナ州 28.50 
ネバダ州 23.54 
フロリダ州 19.49 
コロラド州 19.46 
ニューヨーク州 16.11 
ニュージャージー州 15.23 
合衆国平均 14.40 

出所：米国センサス局ホームページより
作成
http://www.census.gov/Press-Release/
www/2006/cb06-123table1.xls



海外労働事情

Business Labor Trend 2008.3

40

万
一
〇
〇
〇
人
減
少
し
た
。
こ
の
う

ち
、
一
二
五
万
三
〇
〇
〇
人
（
三
三

％
）
が
失
業
給
付
Ⅰ
（
失
業
保
険
財

源
に
基
づ
く
通
常
の
失
業
手
当
）
を

受
給
し
、二
五
二
万
三
〇
〇
〇
人（
六

七
％
）
が
失
業
給
付
Ⅱ
（
税
財
源
に

基
づ
く
就
労
能
力
の
あ
る
生
活
困
窮

者
を
対
象
と
す
る
最
低
生
活
保
障
給

付
）
を
受
給
し
て
い
た
。
〇
六
年
と

の
比
較
で
は
、
失
業
給
付
Ⅰ
受
給
者

が
四
一
万
一
〇
〇
〇
人
（
二
五
％
）、

失
業
給
付
Ⅱ
受
給
者
が
三
〇
万
人

（
一
一
％
）
そ
れ
ぞ
れ
減
少
し
た
。

　

〇
七
年
の
東
西
別
の
平
均
失
業
者

数
は
、
西
部
ド
イ
ツ
が
前
年
よ
り
五

二
万
一
〇
〇
〇
人
（
一
七
％
）
減
少

し
て
二
四
八
万
六
〇
〇
〇
人
、
東
部

ド
イ
ツ
が
前
年
よ
り
一
九
万
人
（
一

三
％
）
減
少
し
て
一
二
九
万
一
〇
〇

〇
人
と
な
っ
た
。

　

〇
七
年
の
平
均
失
業
率
は
前
年
よ

り
一
・
八
ポ
イ
ン
ト
低
い
九
・
〇
％

で
あ
っ
た
。
東
部
ド
イ
ツ
の
平
均
失

業
率
は
一
五
・
一
％
で
西
部
ド
イ
ツ

の
七
・
五
％
の
二
倍
と
な
っ
て
い
る
。

２
． 

二
〇
〇
八
年
の
労
働
市
場

政
策

　

連
邦
政
府
は
、
失
業
の
さ
ら
な
る

削
減
を
目
標
に
、
地
域
に
お
け
る
中

高
年
向
け
就
業
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

延
長
、
自
治
体
コ
ン
ビ
賃
金
の
導
入
、

職
業
紹
介
ク
ー
ポ
ン
規
定
の
延
長
な

ど
の
施
策
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
こ

れ
ま
で
職
業
教
育
機
会
に
恵
ま
れ
な

か
っ
た
若
年
者
を
支
援
す
る
た
め
、

企
業
向
け
職
業
教
育
助
成
制
度
を
導

入
す
る
。

（
１
）
地
域
に
お
け
る
中
高
年
就
業

促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム

　

二
〇
〇
五
年
一
一
月
の
連
立
協
定

に
基
づ
き
実
施
さ
れ
て
き
た
「
展
望

五
〇
プ
ラ
ス―

地
域
に
お
け
る
中
高

年
就
業
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
、
〇

八
年
一
月
一
日
か
ら
さ
ら
に
三
年
間

延
長
す
る
。
こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、

中
高
年
の
再
就
職
に
向
け
た
六
二
の

先
進
的
な
地
域
就
業
促
進
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
助
成
し
て
い
る
。
第
二
期
は
、

社
会
的
援
助
を
必
要
と
す
る
中
高
年

長
期
失
業
者
の
労
働
市
場
へ
の
再
統

合
を
目
的
に
、
国
家
予
算
に
二
億
七

五
〇
〇
万
ユ
ー
ロ
が
計
上
さ
れ
た
。

（
２
）
自
治
体
コ
ン
ビ
賃
金

　

失
業
率
が
平
均
一
五
％
以
上
の
全

国
七
九
地
域
を
対
象
に
、
自
治
体
ま

た
は
郡
が
公
共
の
利
益
と
な
る
追
加

的
な
仕
事
を
行
う
雇
用
ポ
ス
ト
を
創

出
す
る
場
合
、
連
邦
政
府
が
助
成
す

る
コ
ン
ビ
賃
金
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
導
入

す
る
。
内
容
は
、
一
年
以
上
失
業
給

付
Ⅱ
を
受
給
し
、
二
年
以
上
失
業
し

て
い
る
者
を
雇
用
す
る
自
治
体
ま
た

は
郡
に
対
し
、
連
邦
政
府
が
総
労
働

報
酬
の
五
〇
％
（
た
だ
し
、
五
〇
〇

ユ
ー
ロ
が
上
限
）
を
助
成
す
る
。
五

〇
歳
以
上
の
中
高
年
長
期
失
業
者
を

雇
用
す
る
場
合
は
、
助
成
金
を
一
〇

〇
ユ
ー
ロ
増
額
す
る
。
自
治
体
の
同

意
が
得
ら
れ
れ
ば
、
自
治
体
以
外
の

福
祉
団
体
等
で
の
雇
用
も
助
成
の
対

象
と
な
る
。
連
邦
政
府
は
、
〇
八
年

一
月
一
日
か
ら
〇
九
年
一
二
月
三
一

日
ま
で
の
二
年
間
で
総
額
約
一
七
億

ユ
ー
ロ
の
予
算
を
計
上
し
て
い
る
。

（
３
）
職
業
紹
介
ク
ー
ポ
ン
に
関
す

る
規
定
の
延
長

　

職
業
紹
介
ク
ー
ポ
ン
は
、
失
業
後

六
週
間
経
過
し
て
も
就
職
で
き
な
い

失
業
者
が
希
望
す
る
場
合
、
雇
用
エ

ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
（
職
業
安
定
所
）
が

民
間
事
業
者
の
職
業
紹
介
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
で
き
る
ク
ー
ポ
ン
を
発
行
す

る
制
度
で
あ
る
。
民
間
事
業
者
は
ク

ー
ポ
ン
を
持
つ
失
業
者
を
就
職
さ
せ

た
場
合
、
雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
か

ら
一
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
の
支
払
い
を
受

け
、
就
職
後
六
カ
月
間
雇
用
が
継
続

す
れ
ば
さ
ら
に
一
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
の

支
払
い
を
受
け
る
。
有
効
期
間
は
〇

七
年
一
二
月
三
一
日
ま
で
と
さ
れ
て

い
た
。
こ
の
制
度
に
つ
い
て
、
①
ク

ー
ポ
ン
の
請
求
権
を
失
業
後
六
週
間

か
ら
二
カ
月
に
変
更
②
長
期
失
業

者
・
障
害
者
に
対
し
、
職
場
に
慣
れ

る
た
め
の
最
低
六
カ
月
間
の
後
、
さ

ら
に
五
〇
〇
ユ
ー
ロ
を
増
額
支
給

（
最
高
二
五
〇
〇
ユ
ー
ロ
）―

―

の

二
点
を
改
正
し
、
有
効
期
間
を
一
〇

年
一
二
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
。

 

（
４
）
若
年
者
の
職
業
教
育
支
援

　

連
邦
教
育
省
と
連
邦
労
働
社
会
省

は
、「
職
業
教
育
に
よ
る
社
会
的
昇

進
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
、
こ
れ
ま
で

職
業
教
育
の
機
会
を
得
る
こ
と
が
で

き
な
か
っ
た
若
年
者
を
支
援
す
る
プ

ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
す
る
。
追
加
的
職

業
教
育
ポ
ス
ト
を
提
供
す
る
企
業
に

対
し
、
六
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
を
上
限
と

す
る
教
育
ボ
ー
ナ
ス
を
支
給
す
る
。

一
〇
年
末
ま
で
の
三
年
間
に
約
一
〇

万
人
の
若
年
者
に
対
し
て
職
業
教
育

の
場
を
提
供
す
る
こ
と
を
目
標
と
し

て
い
る
。

 

②
求
職
者
の
基
礎
保
障
の
実

施
主
体
に
違
憲
判
決

　

連
邦
憲
法
裁
判
所
は
二
〇
〇
七
年

一
二
月
、「
求
職
者
の
基
礎
保
障
」（
最

低
生
活
保
障
制
度
）
の
実
施
機
関
で

あ
る
「
協
同
組
織
」
が
ド
イ
ツ
基
本

法
の
権
限
規
定
に
抵
触
す
る
と
し
て

違
憲
判
決
を
下
し
た
。
立
法
者
に
対

し
て
は
、
遅
く
と
も
一
〇
年
一
二
月

末
ま
で
に
新
た
な
規
定
を
制
定
す
る

よ
う
義
務
づ
け
、
そ
れ
ま
で
は
現
行

の
規
定
が
適
用
可
能
な
も
の
と
し
て

残
る
と
し
た
。
連
邦
と
自
治
体
の
共

同
事
務
な
し
に
、
求
職
者
の
基
礎
保

障
に
か
か
わ
る
行
政
の
ワ
ン
ス
ト
ッ

プ
サ
ー
ビ
ス
を
ど
の
よ
う
に
確
保
し

て
い
く
か
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

最
低
生
活
保
障
制
度
の
再
編

　

シ
ュ
レ
ー
ダ
ー
前
政
権
は
、
二
〇

〇
五
年
一
月
施
行
の
ハ
ル
ツ
第
Ⅳ
法

に
基
づ
き
、
就
労
能
力
の
あ
る
生
活

困
窮
者
の
最
低
生
活
を
保
障
す
る

「
求
職
者
の
基
礎
保
障
」
制
度
（
社

会
法
典
第
Ⅱ
編
）
を
新
設
し
た
。
そ

れ
ま
で
は
失
業
手
当
受
給
期
間
の
満

2003 2004 2005 2006 2007 2006年との比較
増減 ％

失業者数（人） 4,376,795 4,381,281 4,860,880 4,487,233 3,776,425 -710,808 -15.8
男性 2,446,215 2,448,719 2,605,656 2,337,913 1,900,295 -437,618 -18.7
女性 1,930,580 1,932,563 2,254,772 2,149,203 1,873,396 -275,807 -12.8 

25歳以下 516,135 504,381 618,868 522,804 404,911 -117,893 -22.6 
20歳以下 84,299 75,062 123,701 108,472 83,394 -25,078 -23.1 

50歳以上 1,094,268 1,079,967 1,210,115 1,161,278 987,351 -173,927 -15.0 
55歳以上 531,889 483,274 580,447 567,868 475,421 -92,447 -16.3 

外国人 542,966 545,080 672,951 643,779 559,096 -84,683 -13.2 
失業率（％） 10.5 10.5 11.7 10.8 9.0 - -
出所：連邦雇用エージェンシー

表　失業統計（2003～2007年、年平均）
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了
し
た
失
業
者
を
対
象
と
す
る
失
業

扶
助
（
従
前
所
得
の
五
七
％
、
子
供

が
い
な
い
場
合
は
五
三
％
）
と
生
活

保
護
に
相
当
す
る
社
会
扶
助
と
い
う

税
財
源
に
基
づ
く
二
つ
の
制
度
が
併

存
し
て
い
た
。
失
業
扶
助
は
連
邦
、

社
会
扶
助
は
自
治
体
が
実
施
機
関
と

な
り
、
運
営
費
用
も
そ
れ
ぞ
れ
の
機

関
が
負
担
し
て
い
た
。
失
業
扶
助
に

は
支
給
期
間
が
設
け
ら
れ
て
お
ら
ず
、

就
労
能
力
の
あ
る
者
が
社
会
扶
助
を

受
給
す
る
な
ど
、
二
つ
の
制
度
に
明

確
な
区
分
が
な
く
、
非
効
率
で
莫
大

な
費
用
の
か
か
る
状
態
が
続
い
て
い

た
。
自
治
体
は
、
経
済
停
滞
に
よ
る

失
業
の
増
大
は
連
邦
の
責
任
が
大
き

い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
自
治
体
が
社

会
扶
助
に
か
か
る
費
用
を
全
額
負
担

し
失
業
者
の
面
倒
を
み
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
こ
と
に
強
い
不
満
を
持
っ
て

い
た
。

　

こ
の
た
め
、
求
職
者
の
基
礎
保
障

は
、
失
業
扶
助
と
社
会
扶
助
の
一
部

を
統
合
し
て
、
失
業
手
当
の
受
給
資

格
の
な
い
就
労
能
力
の
あ
る
す
べ
て

の
生
活
困
窮
者
を
対
象
と
す
る
失
業

給
付
Ⅱ
（
月
額
三
四
七
ユ
ー
ロ
の
基

準
給
付
）
お
よ
び
社
会
手
当
（
パ
ー

ト
ナ
ー
、
子
供
に
対
す
る
給
付
）
を

創
設
し
、
失
業
給
付
Ⅱ
受
給
者
に
強

力
な
就
労
義
務
を
課
し
た
。
社
会
扶

助
の
対
象
は
就
労
能
力
の
な
い
生
活

困
窮
者
に
限
定
さ
れ
た
。

　

こ
の
制
度
改
正
に
よ
り
、
〇
四
年

一
二
月
末
時
点
で
失
業
扶
助
受
給
者

二
二
六
万
人
、
社
会
扶
助
受
給
者
二

九
一
万
人
で
あ
っ
た
の
が
、
〇
五
年

一
二
月
末
に
は
失
業
給
付
Ⅱ
受
給
者

四
九
六
万
人
、
社
会
手
当
受
給
者
一

七
八
万
人
、
社
会
扶
助
受
給
者
八
万

人
と
な
っ
た
。

実
施
機
関
を
め
ぐ
る
対
立

　

シ
ュ
レ
ー
ダ
ー
政
権
が
二
〇
〇
三

年
に
連
邦
議
会
へ
提
出
し
た
ハ
ル
ツ

第
Ⅳ
法
の
当
初
案
は
、
連
邦
雇
用
エ

ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
（
Ｂ
Ａ
）
が
求
職
者

の
基
礎
保
障
の
実
施
機
関
と
な
り
、

そ
こ
に
自
治
体
職
員
を
受
け
入
れ
て
、

最
低
生
活
保
障
給
付
と
職
業
斡
旋
、

生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
一
手
に
行
う

こ
と
と
し
て
い
た
。
し
か
し
、
連
邦

参
議
院
に
お
い
て
、
長
期
失
業
者
に

対
す
る
ケ
ア
は
自
治
体
が
担
当
す
べ

き
で
あ
る
と
主
張
す
る
野
党
の
キ
リ

ス
ト
教
民
主
・
社
会
同
盟
（
Ｃ
Ｄ
Ｕ
・

Ｃ
Ｓ
Ｕ
）
と
意
見
が
激
し
く
対
立
し
、

最
終
的
に
Ｂ
Ａ
と
自
治
体
の
二
つ
が

実
施
機
関
と
な
っ
た
。
た
だ
し
、「
一

つ
の
手
か
ら
の
援
助
」
を
実
現
す
る

た
め
、
Ｂ
Ａ
と
自
治
体
が
ジ
ョ
ブ
セ

ン
タ
ー
内
に
「
協
同
組
織
」
を
設
立

し
、
Ｂ
Ａ
が
失
業
給
付
Ⅱ
お
よ
び
社

会
手
当
の
給
付
と
職
業
紹
介
、
就
労

支
援
を
、
自
治
体
が
住
居
費
、
暖
房

費
の
支
給
と
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

（
負
債
・
依
存
症
相
談
な
ど
）
を
担

当
す
る
こ
と
と
し
た
。
運
営
費
用
も

そ
れ
ぞ
れ
の
担
当
機
関
が
負
担
し
て

い
る
。
ま
た
、
Ｂ
Ａ
の
業
務
も
含
め

求
職
者
の
基
礎
保
障
の
事
務
を
自
ら

行
使
す
る
こ
と
を
希
望
す
る
全
国
六

九
の
自
治
体
に
は
単
独
で
の
管
轄
権

が
認
め
ら
れ
た
。
そ
の
期
間
は
六
年

で
あ
り
、
〇
八
年
末
ま
で
に
こ
の
方

法
を
継
続
す
る
か
否
か
を
再
検
討
す

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

連
邦
憲
法
裁
判
所
が
違
憲
判
決

連
邦
憲
法
裁
判
所
は
二
〇
〇
七
年
一

二
月
二
〇
日
、
求
職
者
の
基
礎
保
障

の
組
織
上
の
規
定
に
関
す
る
郡
の
提

訴
に
対
し
、
協
同
組
織
は
自
治
体
が

自
己
責
任
に
お
い
て
事
務
を
処
理
す

る
権
利
を
侵
害
し
、
基
本
法
の
権
限

規
定
に
抵
触
す
る
と
の
判
決
を
下
し

た
。

　

判
決
は
、
基
本
法
の
体
系
に
基
づ

き
、
連
邦
法
の
執
行
は
連
邦
も
し
く

は
州
に
よ
っ
て
遂
行
さ
れ
る
も
の
で

あ
っ
て
、
連
邦
と
州
も
し
く
は
両
方

に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
第
三
の
機
関

に
よ
っ
て
遂
行
さ
れ
る
も
の
で
は
な

い
と
す
る
。
ま
た
、
連
邦
と
州
に
よ

っ
て
共
同
事
務
を
遂
行
す
る
た
め
に

は
特
別
な
憲
法
上
の
委
任
が
必
要
で

あ
る
が
、
協
同
組
織
に
お
い
て
そ
の

よ
う
な
例
外
措
置
を
正
当
化
す
る
客

観
的
理
由
は
見
当
た
ら
な
い
と
し
て

い
る
。
さ
ら
に
、
権
限
を
有
す
る
行

政
団
体
は
原
則
的
に
自
ら
の
人
材
、

予
算
、
組
織
に
よ
っ
て
事
務
を
遂
行

す
る
こ
と
を
義
務
づ
け
ら
れ
て
お
り
、

協
同
組
織
の
設
立
は
こ
の
原
則
に
反

す
る
と
す
る
。

　

判
決
は
、
立
法
者
が
求
職
者
の
基

礎
保
障
を
「
一
つ
の
手
」
に
よ
っ
て

行
わ
せ
た
い
と
す
る
願
望
は
意
義
の

あ
る
こ
と
で
あ
る
と
指
摘
す
る
。
し

か
し
、
そ
れ
は
連
邦
が
自
ら
行
う
か

ま
た
は
執
行
全
体
を
州
に
委
任
す
る

こ
と
に
よ
っ
て
達
成
で
き
る
と
し
て

い
る
。
立
法
者
に
対
し
て
は
、
遅
く

と
も
一
〇
年
一
二
月
末
ま
で
に
新
た

な
規
定
を
制
定
す
る
よ
う
義
務
づ
け
、

そ
れ
ま
で
は
現
行
の
規
定
が
適
用
可

能
な
も
の
と
し
て
残
る
と
し
た
。

　

判
決
を
受
け
て
、
Ｓ
Ｐ
Ｄ
の
シ
ョ

ル
ツ
労
働
社
会
相
は
、
職
業
斡
旋
を

地
域
の
管
轄
権
を
越
え
て
保
障
す
る

必
要
性
か
ら
、
引
き
続
き
Ｂ
Ａ
の
中

央
制
御
機
能
の
確
保
を
主
張
し
た
。

こ
れ
に
対
し
キ
リ
ス
ト
教
民
主
・
社

会
同
盟
は
、
地
域
の
事
情
に
合
わ
せ

た
分
権
的
な
解
決
策
が
正
し
い
方
法

だ
と
主
張
し
て
い
る
。

　

連
邦
憲
法
裁
判
所
が
違
憲
と
し
た

Ｂ
Ａ
と
自
治
体
の
協
同
事
務
な
し
に
、

職
業
斡
旋
、
就
労
促
進
と
住
宅
費
・

暖
房
費
の
支
給
、
依
存
症
・
債
務
相

談
に
か
か
わ
る
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー

ビ
ス
を
ど
の
よ
う
に
提
供
し
て
い
く

か
が
大
き
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。  

（
国
際
研
究
部　

大
島　

秀
之
）

Ｅ　

Ｕ

女
性
に
よ
り
良
い
仕
事
を―

欧
州
委
員
会
、
男
女
平
等
に

関
す
る
年
次
報
告

　

女
性
の
雇
用
は
増
加
し
て
い
る
が
、

依
然
と
し
て
低
賃
金
・
低
技
能
職
種

に
か
た
よ
っ
て
い
る―

―

欧
州
委
員

会
は
、
一
月
に
公
表
し
た
「
二
〇
〇

八
年
男
女
平
等
に
関
す
る
年
次
報

告
」
で
、
欧
州
の
機
会
均
等
に
は
進

捗
が
み
ら
れ
る
が
、
現
状
に
は
未
だ

大
き
な
課
題
が
残
さ
れ
て
い
る
と
指

摘
、
女
性
が
よ
り
質
の
良
い
仕
事
に

就
く
た
め
の
各
種
の
支
援
な
ど
を
通

じ
て
、
男
女
間
の
平
等
を
推
進
す
る

よ
う
、
各
国
政
府
に
努
力
を
求
め
て

い
る
。

教
育
水
準
は
向
上
、
賃
金
ま
で
は

改
善
せ
ず

　

年
次
報
告
は
、
女
性
の
雇
用
に
関

す
る
現
状
を
次
の
よ
う
に
ま
と
め
て

い
る
。

　

Ｅ
Ｕ
域
内
の
女
性
の
就
業
率
は
、

二
〇
〇
〇
年
か
ら
二
〇
〇
七
年
で

三
・
五
％
増
の
五
七
・
二
％
と
着
実

に
伸
び
た
。
こ
の
間
に
増
加
し
た
一

二
〇
〇
万
人
分
の
雇
用
の
う
ち
六
割

強
の
七
五
〇
万
人
分
を
女
性
が
占
め
、

失
業
率
も
過
去
一
〇
年
間
で
最
も
低

い
九
％
に
達
し
て
い
る
。
教
育
訓
練

を
受
講
し
て
い
る
比
率
や
教
育
水
準

は
男
性
よ
り
高
く
、
現
在
、
毎
年
の

大
学
卒
業
者
の
六
割
近
く
が
女
性
で

あ
る
と
い
う
。
し
か
し
、
男
性
と
の

就
業
率
の
差
は
一
四
・
四
％
と
未
だ

に
大
き
く
、
ま
た
賃
金
水
準
も
男
性

よ
り
一
五
％
低
い
状
態
が
二
〇
〇
三

年
か
ら
続
い
て
い
る
。
産
業
・
職
種

に
お
け
る
男
女
間
の
分
断
も
依
然
と
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し
て
残
っ
て
お
り
、
新
た
に
労
働
市

場
に
参
入
す
る
女
性
は
、
も
と
も
と

女
性
が
多
い
産
業
や
職
種
で
就
業
す

る
傾
向
に
あ
る
と
い
わ
れ
る
。
管
理

職
労
働
者
に
占
め
る
比
率
で
も
、
男

性
の
半
分
以
下
の
三
二
・
六
％
に
と

ど
ま
っ
て
い
る
。
ま
た
全
体
の
三
人

に
一
人
は
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
だ

（
男
性
で
は
一
〇
人
に
一
人
未
満
）。

さ
ら
に
、
二
五
〜
四
九
歳
層
で
み
る

と
、
子
供
を
持
つ
女
性
の
就
業
率
は

六
二
・
四
％
で
、
男
性
に
比
べ
て
二

九
ポ
イ
ン
ト
、
子
供
の
い
な
い
女
性

に
比
べ
て
も
一
四
ポ
イ
ン
ト
低
い
。

女
性
が
不
安
定
・
低
賃
金
で
昇
進
も

し
に
く
い
仕
事
に
就
き
が
ち
で
あ
る

こ
と
は
、
貧
困
層
に
陥
る
リ
ス
ク
が

高
い
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。
こ
の

傾
向
は
と
り
わ
け
高
齢
者
層
の
女
性

で
高
い
。

質
量
両
面
の
改
善
へ
支
援
を

　

Ｅ
Ｕ
の
男
女
間
の
平
等
に
関
す
る

取
り
組
み
は
、
一
九
七
五
年
に
機
会

均
等
原
則
を
Ｅ
Ｕ
法
で
規
定
し
て
以

降
、
お
よ
そ
三
〇
年
以
上
に
も
及
ぶ
。

欧
州
委
員
会
は
こ
の
間
、
欧
州
レ
ベ

ル
の
労
使
団
体
な
ど
と
も
協
議
を
重

ね
な
が
ら
、
賃
金
や
職
種
、
職
業
訓

練
、
社
会
保
障
な
ど
多
く
の
分
野
で
、

Ｅ
Ｕ
法
の
制
定
や
行
動
計
画
の
策
定

な
ど
を
通
じ
て
加
盟
各
国
に
機
会
均

等
の
推
進
を
促
し
て
き
た
。
欧
州
委

員
会
は
、
男
女
間
の
平
等
の
推
進
を

通
じ
て
、
経
済
の
活
性
化
や
人
口
減

少
・
労
働
力
不
足
の
歯
止
め
な
ど
に

も
効
果
を
期
待
し
て
い
る
。
し
か
し
、

近
年
の
Ｅ
Ｕ
拡
大
で
加
盟
国
の
経
済

社
会
状
況
が
多
様
化
し
て
い
る
影
響

も
あ
り
、
政
策
の
浸
透
に
は
各
国
で

ば
ら
つ
き
が
あ
る
。

　

欧
州
委
員
会
は
二
〇
〇
六
年
、
新

た
に
二
〇
一
〇
年
ま
で
の
政
策
目
標

を
掲
げ
る
「
男
女
平
等
推
進
の
ロ
ー

ド
マ
ッ
プ
」
を
ま
と
め
た
。
優
先
的

課
題
と
し
て
、（
一
）
男
女
の
対
等
な

経
済
的
独
立
の
達
成
（
二
）
仕
事
と

プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
・
家
庭
生
活
の
調
和

の
増
進
（
三
）
意
思
決
定
へ
の
男
女

の
平
等
な
参
加
の
促
進
（
四
）
女
性

に
対
す
る
暴
力
の
根
絶
（
五
）
女
性

に
関
す
る
社
会
の
固
定
観
念
の
除
去

（
六
）
Ｅ
Ｕ
外
の
男
女
平
等
の
促
進

―
―

の
六
項
目
を
掲
げ
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
の
政
策
課
題
の
達
成
に
向

け
た
取
り
組
み
と
し
て
、
今
回
の
年

次
報
告
は
、
次
の
四
点
の
推
進
を
各

国
に
求
め
て
い
る
。
第
一
は
、
女
性

の
た
め
の
よ
り
質
の
良
い
雇
用
の
創

出
で
、
女
性
の
雇
用
の
量
的
な
改
善

の
み
が
先
行
し
て
い
る
状
況
を
懸
念

し
て
い
る
。
た
だ
し
こ
れ
に
は
、
賃

金
な
ど
の
男
女
間
格
差
の
是
正
だ
け

で
な
く
、
仕
事
と
家
庭
生
活
の
調
和

へ
の
支
援
や
、
良
質
な
仕
事
に
就
く

た
め
の
技
能
訓
練
な
ど
が
必
要
と
な

る
。
こ
の
た
め
第
二
と
し
て
、
育
児

や
技
能
訓
練
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
へ
の

ア
ク
セ
ス
の
向
上
と
廉
価
で
の
提
供

を
挙
げ
て
い
る
。
第
三
は
、
女
性
に

対
す
る
社
会
の
固
定
観
念
の
払
拭
で
、

教
育
・
訓
練
・
就
業
、
あ
る
い
は
家

事
へ
の
参
加
な
ど
に
関
す
る
個
人
の

選
択
を
尊
重
す
る
よ
う
な
文
化
的
・

社
会
的
な
改
革
が
必
要
で
あ
る
と
し

て
い
る
。
最
後
に
、
こ
う
い
っ
た
政

策
を
推
進
す
る
た
め
の
制
度
イ
ン
フ

ラ
の
整
備
や
、
そ
の
制
度
を
担
う
人

材
へ
の
男
女
平
等
に
関
す
る
教
育
、

ま
た
政
策
の
進
捗
を
は
か
る
た
め
の

指
標
の
開
発
を
求
め
て
い
る
。

　

な
お
欧
州
委
員
会
は
、
加
盟
各
国

の
政
策
の
評
価
や
専
門
的
な
サ
ポ
ー

ト
の
提
供
な
ど
を
通
じ
て
、
男
女
平

等
を
推
進
す
る
新
た
な
団
体
の
設
立

を
進
め
て
お
り
、
今
年
中
に
も
リ
ト

ア
ニ
ア
で
の
開
設
が
見
込
ま
れ
て
い

る
。
二
〇
〇
七
〜
一
三
年
の
あ
い
だ

に
、
五
〇
〇
〇
万
ユ
ー
ロ
を
予
算
と

し
て
投
じ
る
予
定
だ
。

﹇
参
考
﹈
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ェ
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中　

国

工
資
条
例
な
ど
制
定
へ

　

中
国
で
労
働
関
係
の
法
律
の
制
定
、

改
正
の
動
き
が
広
が
っ
て
い
る
。
先

に
成
立
し
た
「
労
働
契
約
法
」
に
続

き
、「
工
資
（
賃
金
）
条
例
」
が
年
内

に
も
制
定
さ
れ
る
可
能
性
が
で
て
き

た
。
ま
た
、
こ
の
ほ
か
「
労
働
争
議

仲
裁
法
」「
社
会
保
険
法
」「
戸
籍
管
理

法
」
な
ど
も
起
草
さ
れ
て
お
り
、
労

働
関
係
の
法
律
は
順
次
適
正
な
時
期

に
改
正
さ
れ
る
見
込
み
と
な
っ
て
い

る
。
時
事
、
中
国
各
紙
が
報
じ
た
。

中
国
紙
・
二
一
世
紀
経
済
報
道
に
よ

る
と
、
人
民
大
学
労
働
人
事
学
院
は

「
工
資
条
例
」
が
起
草
中
で
あ
る
こ

と
に
触
れ
、「
内
容
を
め
ぐ
る
論
争
は

ま
だ
大
き
い
も
の
の
、
年
内
完
成
に

つ
い
て
の
懸
念
は
ほ
ぼ
な
く
な
っ

た
」
と
の
楽
観
的
見
方
を
示
し
た
。

「
労
働
契
約
法
」
に
続
い
て
今
年
は

同
条
例
が
労
使
双
方
で
注
目
を
集
め

る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

　
「
工
資
条
例
」
制
定
の
目
的
に
つ

い
て
は
、
労
働
社
会
保
障
省
の
孫
次

官
が
「
正
常
な
賃
金
上
昇
と
賃
金
支

払
い
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
確
立
し
、
労

働
者
の
賃
金
が
低
く
、
賃
上
げ
ペ
ー

ス
が
緩
慢
で
未
払
い
が
多
い
な
ど
の

問
題
を
解
決
す
る
こ
と
が
、
条
例
の

核
心
的
内
容
」
と
述
べ
て
い
る
。
一

方
、
人
民
大
学
労
働
人
事
学
院
の
文

教
授
は
、「
今
後
一
二
年
間
で
賃
金
総

額
は
三
〜
四
倍
増
え
る
余
地
が
あ

る
」
と
の
見
方
を
示
し
た
。
国
家
統

計
局
の
デ
ー
タ
に
よ
れ
ば
、
中
国
の

国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
は
一
九
九

三
年
の
三
兆
五
三
三
四
億
元
か
ら
二

〇
〇
四
年
の
一
五
兆
九
八
七
八
億
元

へ
と
四
・
五
二
倍
に
な
っ
た
が
、
労

働
者
の
賃
金
総
額
は
四
九
一
六
億
二

〇
〇
〇
万
元
か
ら
一
兆
六
九
〇
〇
億

二
〇
〇
〇
万
元
へ
と
三
・
四
四
倍
に

と
ど
ま
っ
て
い
る
。
文
教
授
は
「
こ

の
一
一
年
間
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
賃

金
総
額
の
割
合
は
一
七
・
二
八
％
か

ら
一
二
・
一
六
％
に
下
が
っ
た
」
と

し
、
こ
れ
は
極
め
て
不
正
常
だ
と
指

摘
す
る
。
珠
江
デ
ル
タ
で
は
生
産
率

が
米
国
の
一
七
％
に
達
し
て
い
る
の

に
、
賃
金
水
準
は
米
国
の
六
・
六
七

％
で
し
か
な
い
と
い
う
の
が
そ
の
根

拠
だ
。
同
教
授
は
「
過
去
二
〇
年
間
、

中
国
経
済
の
高
速
成
長
は
賃
金
コ
ス

ト
節
約
の
上
に
成
り
立
っ
た
も
の
」

と
指
摘
、
労
働
力
価
値
が
長
期
に
わ

た
っ
て
低
く
評
価
さ
れ
て
き
た
た
め
、

低
賃
金
現
象
が
普
遍
的
に
存
在
す
る

だ
け
で
な
く
、「
国
家
産
業
の
利
潤
と

競
争
力
の
算
出
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
不
合

理
さ
」
と
い
う
重
大
な
結
果
を
も
た

ら
し
た
と
強
調
し
て
い
る
。

【
資
料
出
所
】
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）


